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令和５年度総合事務所歳出予算額一覧（一般会計）

【教育厚生委員会】 ※本庁分については総合事務所と同一の事業のみを記載 （単位：円）

中央 東 南 北 行番号

03_民生費 01_社会福祉費 01_社会福祉総
務費

葬祭等援助費
3,712,000       -            3,712,000       3,712,000        -            -            -            1

住居確保給付費
60,480,000      -            60,480,000      60,480,000       -            -            -            2

生活困窮者自立支援費
69,318,000      -            69,318,000      69,318,000       -            -            -            3

133,510,000     -            133,510,000     133,510,000      -            -            -            4

03_高齢者福祉
費

移送支援サービス費
887,000         781,000      106,000         106,000          -            -            -            5

老人福祉センター・老人憩の家
運営費

131,350,000     -            131,350,000     87,986,000       9,518,000    21,704,000   12,142,000   6

高齢者福祉費事務費
9,460,000       6,830,000    2,630,000       2,622,000        8,000        -            -            7

141,697,000     7,611,000    134,086,000     90,714,000       9,526,000    21,704,000   12,142,000   8

275,207,000     7,611,000    267,596,000     224,224,000      9,526,000    21,704,000   12,142,000   9

03_生活保護費 02_生活保護費 扶助費
19,907,611,000  -            19,907,611,000  19,907,611,000   -            -            -            10

生活保護受給者就労支援費
86,427,000      -            86,427,000      86,427,000       -            -            -            11

生活保護受給者健康管理支援費
15,199,000      -            15,199,000      15,199,000       -            -            -            12

生活保護受給者年金調査費
6,111,000       -            6,111,000       6,111,000        -            -            -            13

中国残留邦人等支援給付費
123,042,000     -            123,042,000     123,042,000      -            -            -            14

中国残留邦人等地域生活支援費
917,000         -            917,000         917,000          -            -            -            15

国民生活基礎調査費
452,000         -            452,000         452,000          -            -            -            16

移送支援サービス費
420,000         -            420,000         420,000          -            -            -            17

保護施設等新型コロナウイルス
感染症対策費

1,470,000       -            1,470,000       1,470,000        -            -            -            18

生活保護費事務費
102,795,000     -            102,795,000     96,663,000       1,894,000    2,413,000    1,825,000    19

20,244,444,000  -            20,244,444,000  20,238,312,000   1,894,000    2,413,000    1,825,000    20

20,244,444,000  -            20,244,444,000  20,238,312,000   1,894,000    2,413,000    1,825,000    21

20,519,651,000  7,611,000    20,512,040,000  20,462,536,000   11,420,000   24,117,000   13,967,000   22

04_衛生費 01_保健衛生費 01_保健衛生総
務費

保健衛生総務費事務費
5,598,000       4,828,000    770,000         500,000          90,000       156,000      24,000       23

5,598,000       4,828,000    770,000         500,000          90,000       156,000      24,000       24

総合事務所計
左の内訳

款 項 目 事業名 当初予算額 本庁※

01_保健衛生総務費 集計

01_社会福祉総務費 集計

03_高齢者福祉費 集計

01_社会福祉費 集計

02_生活保護費 集計

03_生活保護費 集計

03_民生費 集計
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令和５年度総合事務所歳出予算額一覧（一般会計）

【教育厚生委員会】 ※本庁分については総合事務所と同一の事業のみを記載 （単位：円）

中央 東 南 北 行番号

04_衛生費 01_保健衛生費 03_母子保健対
策費

乳幼児健康診査費
46,445,000      33,909,000   12,536,000      9,310,000        1,137,000    1,062,000    1,027,000    25

一歳六か月児健康診査費
15,173,000      5,812,000    9,361,000       5,442,000        1,531,000    1,250,000    1,138,000    26

三歳児健康診査費
18,540,000      7,731,000    10,809,000      6,354,000        1,669,000    1,303,000    1,483,000    27

子育て世代包括支援センター運
営費

10,039,000      3,892,000    6,147,000       5,174,000        973,000      -            -            28

母子栄養健康づくり費
2,686,000       -            2,686,000       1,259,000        607,000      411,000      409,000      29

乳幼児健全発達支援費
2,073,000       -            2,073,000       621,000          510,000      474,000      468,000      30

母子保健対策費事務費
13,354,000      -            13,354,000      13,354,000       -            -            -            31

108,310,000     51,344,000   56,966,000      41,514,000       6,427,000    4,500,000    4,525,000    32

04_予防費 地域健康づくり推進費
2,089,000       173,000      1,916,000       624,000          217,000      675,000      400,000      33

2,089,000       173,000      1,916,000       624,000          217,000      675,000      400,000      34

05_健康増進費 生活習慣病予防対策費
11,041,000      6,849,000    4,192,000       1,970,000        752,000      691,000      779,000      35

11,041,000      6,849,000    4,192,000       1,970,000        752,000      691,000      779,000      36

127,038,000     63,194,000   63,844,000      44,608,000       7,486,000    6,022,000    5,728,000    37

127,038,000     63,194,000   63,844,000      44,608,000       7,486,000    6,022,000    5,728,000    38

10_教育費 06_社会教育費 01_社会教育総
務費

社会教育指導員費
26,332,000      -            26,332,000      11,415,000       3,755,000    3,485,000    7,677,000    39

26,332,000      -            26,332,000      11,415,000       3,755,000    3,485,000    7,677,000    40

02_公民館費 大型公民館講座開設費
7,389,000       -            7,389,000       3,573,000        1,709,000    1,556,000    551,000      41

地区公民館講座開設費
1,019,000       -            1,019,000       153,000          80,000       567,000      219,000      42

大型公民館運営費
188,912,000     51,952,000   136,960,000     35,641,000       35,276,000   44,268,000   21,775,000   43

地区公民館運営費
56,451,000      -            56,451,000      6,069,000        3,025,000    30,263,000   17,094,000   44

【単独】公民館施設整備事業費
大型公民館

92,300,000      -            92,300,000      -                -            52,300,000   40,000,000   45

【単独】公民館施設整備事業費
地区公民館

22,700,000      -            22,700,000      -                -            -            22,700,000   46

368,771,000     51,952,000   316,819,000     45,436,000       40,090,000   128,954,000  102,339,000  47

当初予算額 本庁※ 総合事務所計
左の内訳

03_母子保健対策費 集計

款 項 目 事業名

02_公民館費 集計

04_予防費 集計

05_健康増進費 集計

01_保健衛生費 集計

04_衛生費 集計

01_社会教育総務費 集計
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令和５年度総合事務所歳出予算額一覧（一般会計）

【教育厚生委員会】 ※本庁分については総合事務所と同一の事業のみを記載 （単位：円）

中央 東 南 北 行番号

10_教育費 06_社会教育費 08_図書館費 香焼図書館運営費
10,157,000      -            10,157,000      -                -            10,157,000   -            48

10,157,000      -            10,157,000      -                -            10,157,000   -            49

405,260,000     51,952,000   353,308,000     56,851,000       43,845,000   142,596,000  110,016,000  50

07_保健体育費 02_学校給食費 共同調理場運営費
98,319,000      -            98,319,000      -                -            91,261,000   7,058,000    51

98,319,000      -            98,319,000      -                -            91,261,000   7,058,000    52

98,319,000      -            98,319,000      -                -            91,261,000   7,058,000    53

503,579,000     51,952,000   451,627,000     56,851,000       43,845,000   233,857,000  117,074,000  54

21,150,268,000  122,757,000  21,027,511,000  20,563,995,000   62,751,000   263,996,000  136,769,000  55

事業名 当初予算額

総計

款 項 目 本庁※ 総合事務所計
左の内訳

08_図書館費 集計

06_社会教育費 集計

02_学校給食費 集計

07_保健体育費 集計

10_教育費 集計
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１ 概 要 

生活困窮者自立支援法に基づき、離職等に伴い経済的に困窮し住居を失う恐れがある方に対して家賃相

当分の住居確保給付金の支給を行うことで安定した住まいの確保と就職活動の支援を行う。 

 

２ 事業内容 

支給対象者 

⑴ 離職・廃業後２年以内の者 

⑵ 給与等を得る機会が当該個人の責に帰すべき理由・当該個人の都合によらな

いで減少し、離職や廃業と同程度の状況にある者 

 ※⑴⑵ともに支給対象者は生計維持者であることを要件とする。 

支給要件 

⑴ 収入要件：市民税均等割額が非課税となる収入額の1/12。 

⑵ 資産要件：世帯の預貯金の合計額が上記⑴の６か月分を超えないこと。 

⑶ 求職要件：誠実かつ熱心に求職活動を行うこと。 

支給期間 
原則３か月（求職活動を誠実に行っている場合は３か月ごとの延長が可能で最長

９か月まで） 

 

３ 当初予算比較 

項 目 
令和４年度 

当初予算① 

令和５年度 

当初予算② 

増 減 

②-① 

支給対象人数 ３０６人 ２８０人 ▲２６人 

金 額  ７１，４００千円 ６０，４８０千円 ▲１０，９２０千円 

 

４ 予算額内訳 

項 目 
令和４年度からの 

継続分※ 

令和５年度 

（新規） 

合計 

（継続分＋新規） 

① 推定家賃月額 ４０，０００円 ４０，０００円 

② 支給期間 最長９月 ― 

③ 支給見込人数 １１２人 １６８人 ２８０人 

④ 支給月数 ５０４月 １，００８月 １，５１２月 

合計額 ①×④ ２０，１６０千円 ４０，３２０千円 ６０，４８０千円 

  ※令和４年度に新規申請又は延長申請等を行った者のうち支給が令和５年度まで至る見込みの数 

 

５ 財源内訳 

事業費 
財  源  内  訳 

国庫支出金※ 県支出金 地方債 その他 一般財源 

千円 

６０，４８０ 

千円 

４５，３６０ 

千円 

－ 

千円 

－ 

千円 

－ 

千円 

１５，１２０ 

※生活困窮者自立相談支援事業費等負担金 国庫負担率 ３／４ 

予 算 説 明 書 
事  業  名 予 算 額 

ページ 款 項 目 番号 

148～151 

3 

民生費 

1 

社会福祉費 

1 

社会福祉 

総務費 

7-1 住居確保給付費 
千円 

６０，４８０ 
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【参 考】 

 

住居確保給付金の支給状況              （令和４年１２月末時点） 

 令和３年度 令和４年度 

支給対象者 ４４０人 ２６６人 

金 額 ５４，４１８，１８３円 ３３，４１１，６９０円 

 

 

住居確保給付金の支給要件概要 

（１）住居確保給付金の月額限度額 

世帯人数 限度額 

１人 ３６，０００円 

２人 ４３，０００円 

３人～５人 ４７，０００円 

６人 ５０，０００円 

７人以上 ５６，０００円 

 

 （２）収入要件 

世帯人数 収入基準額① 

１人 ８１,０００円 

２人 １２３,０００円 

３人 １５７,０００円 

４人 １９４,０００円 

５人 ２３２,０００円 

６人 ２６９,０００円 

 

（３）資産要件 

世帯人数 
預貯金の限度額 

（収入基準額 ①×６） 

１人 ４８６,０００円 

２人 ７３８,０００円 

３人 ９４２,０００円 

４人以上 １,０００,０００円 
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予 算 説 明 書 
事  業  名 予 算 額 

ページ 款 項 目 番号 

148～151 

3 

民生費 

１ 

社会福祉費 

1 

社会福祉 

総務費 

7-2 生活困窮者自立支援費 

千円 

６９，３１８ 

 

１ 概  要 

生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者の自立の促進を図ることを目的として「自立相

談支援事業」「家計改善支援事業」及び「学習支援事業」を実施するもの。 

 

２ 事業内容 

事業名 内容 
事業費 

（千円） 
実施方法 

⑴ 自立相談支援事業 ○生活困窮、就職（増収も含む）、住

宅、医療などに関する相談支援 

○住居確保給付金の相談・受付 

42,563 業務委託 

【委託先】 

長崎市社会福祉協議会 

相談員等９名を配置 

 

（主な所持資格） 

○社会福祉士 

○ファイナンシャル・

プランニング技能士 

⑵ 家計改善支援事業 ○家計管理や債務整理等に関する

支援 

○長崎市社会福祉協議会福祉資金

等の貸し付けのあっせん 

4,406 

⑶ 学習支援事業 

 

 

 

 

ア 学習支援事業 

民間事業者による生活保護世帯

等の子どもへの次の支援 

 

○市内 5 会場での学習会開催 

○安全・安心な居場所の提供 

○課題送付による在宅学習支援 

○ＳＮＳ活用による学習支援 

 

16,290 業務委託 

【委託先】 

特定非営利活動法人 

ワーカーズコープ長崎

支部（令和５年７月ま

で） 

 

学習支援講師、相談員、

大学生ボランティア等

を会場の規模に合わせ

配置 

イ 子どもの健全育成支援事業 

専門相談員を配置し、不登校等

の問題を抱える生活保護世帯の子

どもの健全育成を支援 

6,013 直営 

 

専門相談員２名を配置

（令和５年度より１名

増員） 

⑷  事務費 会議旅費 46  

合 計 69,318  
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３ 財源内訳 

事 業 費 
財 源 内 訳 

国庫支出金※１ 県支出金 地方債 その他※２ 一般財源 

千円 

６９，３１８ 

千円 

４５，９８２ 

千円 

－ 

千円 

－ 

千円 

３０ 

千円 

２３，３０６ 

※１ 生活困窮者自立相談支援事業費等負担金 国庫負担率 ３／４ 

   生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 国庫補助率 ２／３、１／２ 

※２ 雇用保険料個人負担金 

 

【参考】事業実績 

１ 自立相談支援事業及び家計改善支援事業 

【支援者数及び就職者数】                        令和４年１２月末現在 

年度 

前年度からの

継続支援者数

（人） 

① 

新規 

支援者数 

（人） 

②※ 

支援者 

総数 

（人） 

①＋② 

延相談 

対応件数（件） 

就職者数

（人） 

H30 488 809 1,297 7,316 77 

R1 483 854 1,337 8,322 51 

R2 369 2,277（1,423） 2,646 13,627 34 

R3 1,639 1,747（1,152） 3,386 11,314 36 

R4 901 835（ 219） 1,736 8,366 18 

※新規支援者数の（ ）書きは、コロナ関連新規支援者数 

 

２ 学習支援事業 

【実施状況】                                           令和４年１２月末現在 

年度 

学習会の 

実施回数 

（回） 

参加者数

(人） 

 

高校進学者数

（人）※ 
うち 
中学 
1 年生 

うち 
中学 
2 年生 

うち 
中学 
3 年生 

うち 

高校生 

H30 235  72  14  14  34  10  34 

R1 235 85 15 27 23 20 23 

R2 218 69 7 21 29 12 29 

R3 235 66 14 8 29 15 29 

R4 179 46 3 10 11 22 － 

※R4 年度の高校進学者数は未定 
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１ 当初予算比較 

 
令和３年度当初 

 

令和４年度当初 

①  

令和５年度当初 

② 
増減 ②－① 

被保護世帯数 

（世帯） 
９，８５４ ９，５４６ ９，４２１ ▲１２５ 

被保護人員 

（人） 
１２，９０８ １２，３１５ １１，９６５ ▲３５０ 

金 額 

（千円） 
２０，５５６，３３８ ２０，１３８，０９９ １９，９０７，６１１ ▲２３０，４８８ 

被保護世帯数及び被保護人員は年間平均値である。 

２ 扶助費内訳 

種 別 
令和３年度当初 

 

令和４年度当初 

   ③ 

令和５年度当初 

④ 
増 減  ④－③ 

生活扶助費 

千円 

５，８７４，８８４ 

千円 

５，６０１，８５５ 

千円 

５，４５６，５３３ 

千円 

▲１４５，３２２ 

住宅扶助費 ２，９５６，２９９ ２，９４２，６０３ ２，８９４，５０４ ▲４８，０９９ 

教育扶助費 ７２，３４８ ８７，１３４ ６９，０５６ ▲１８，０７８ 

介護扶助費 ４０２，９３２ ４１７，３７９ ４１３，７１８ ▲３，６６１ 

医療扶助費 １０，８７３，９３２ １０，７３４，４２４ １０，７０１，０２３ ▲３３，４０１ 

出産扶助費 ５８９ １，０３５ １，０３５ ０ 

生業扶助費 ６４，５２９ ６２，３５９ ６９，６３８ ７，２７９ 

葬祭扶助費 ２５，５５０ ２６，４４７ ２９，７８９ ３，３４２ 

施設事務費 ２７５，４６９ ２５５，８２２ ２６３，９５５  ８，１３３ 

進学準備給付金 ５，６００ ５，７６６ ５，１００ ▲６６６ 

就労自立給付金 ４，２０６ ３，２７５ ３，２６０ ▲１５ 

計 ２０，５５６，３３８ ２０，１３８，０９９ １９，９０７，６１１ ▲２３０，４８８ 

 

 

予 算 説 明 書 
事業名 予 算 額 

ページ 款 項 目 番号 

172～173 
3 
 

民生費 

3 
 

生活保護費 

2 
 

生活保護費 
1-1 

 

扶助費 

千円 

１９，９０７，６１１ 
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３ 保護受給者数等の推移及び見込数 

年 度 世帯数( 対前年度伸率 ) 人員 ( 対前年度伸率 ) 扶 助 費 ( 対 前 年 度 伸 率 ) 保護率 

令和元年度 9,461 世帯 (▲0.3%) 12,423 人 (▲1.3%) 19,917,770 千円 (▲2.2%) 3.02％ 

令和２年度 9,394 世帯 (▲0.7%) 12,186 人 (▲1.9%) 19,538,157 千円 (▲1.9%) 3.00％ 

令和３年度 9,302 世帯 (▲0.9%) 11,962 人 (▲1.8%) 19,191,192 千円 (▲1.8%) 2.97％ 

令和４年度 
（決算見込） 

9,233 世帯 (▲0.7%) 11,765 人 (▲1.6%) 19,158,073 千円 (▲0.1%) 2.95％ 

 

４ 生活保護相談件数の推移  

令和２年度    

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均 

相 談 

件 数 

226 

(33) 

154 

(26) 

164 

(17) 

163 

(10) 

168 

(15) 

213 

(21) 

194 

(11) 

168 

(10) 

162 

(11) 

188 

（23） 

141 

（19） 

209 

（18） 

179 

（18） 
う ち 
申 請 
件 数 

78 

(12) 

41 

(4) 

47 

(6) 

55 

(4) 

49 

(5) 

65 

(8) 

61 

(5) 

58 

(2) 

45 

(3) 

67 

（6） 

48 

（7） 

84 

（5） 

58 

（6） 

令和３年度  

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均 

相 談 

件 数 

180 

（21） 

172 

（27） 

172 

（12） 

164 

（7） 

143 

（6） 

177 

（16） 

173 

（8） 

215 

（13） 

154 

（17） 

168 

（7） 

147 

（13） 

189 

（16） 

171 

（13） 
う ち 
申 請 
件 数 

50 

（7） 

58 

（10） 

56 

（5） 

59 

（4） 

42 

（0） 

56 

（3） 

53 

（2） 

77 

（6） 

47 

（5） 

52 

（2） 

40 

（8） 

66 

（6） 

55 

（5） 

令和４年度  

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均 

相 談 

件 数 

176 

（10） 

184 

（10） 

214 

（9） 

194 

（7） 

171 

（10） 

210 

（10） 

202 

（8） 

200 

（4） 

181 

（7） 

186 

（7） 

  192 

（8） 
う ち 
申 請 
件 数 

51 

（2） 

60 

（1） 

66 

（2） 

75 

（6） 

41 

（2） 

68 

（5） 

66 

（3） 

67 

（1） 

64 

（2） 

59 

（4） 

  62 

（3） 

※（ ）書きはコロナに関連する件数  
※網掛けは前年度と比較して増加した月 

５ 財源内訳  

事  業  費 

財 源 内 訳 

国庫支出金※ 県支出金 地方債 その他 一般財源 

千円 

１９，９０７，６１１ 

千円 

１４，９３０，７０８ 

千円 

－ 

  千円 

－ 

  千円 

－ 

千円 

４，９７６，９０３ 

※生活保護費等国庫負担金 国庫負担率 ３／４ 
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６ 被保護人員、扶助費等の推移 

20,987 20,979
21,075 20,939 20,925 20,605

20,372
19,918 19,538 19,191 19,158

10,088 10,221 10,398 10,647 10,678 10,672
10,853 10,578 10,374 10,181 10,225

7,452 7,262 7,146

6,738 6,596
6,293 5,910

5,725 5,558 5,416 5,348

3,446 3,496 3,531 3,555 3,650 3,640 3,609 3,615 3,606 3,595 3,585

13,714 

13,904 

13,803 
13,524 

13,209 

12,908 

12,592 12,423 12,186 
11,962 

11,765 

9,438 
9,665 9,728 9,723 9,658 9,587 9,492 9,461 9,394 9,302 9,233 

2,987 
3,321 

3,632 

3,901 
4,122 

4,394 4,579 
4,709 4,779 4,805 4,874 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

00億円

50億円

100億円

150億円

200億円

250億円

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度

(決算見込）

①扶助費(全体)

②医療扶助費

③生活扶助費

④その他扶助費

㋐被保護人員

㋑被保護世帯数

㋒高齢者世帯数

㋐被保護人員

①扶助費（全体）

㋑被保護世帯数②医療扶助費

③生活扶助費

㋒高齢者世帯数

④その他扶助費

（単位：百万円） 

（単位：人） 

（単位：世帯） 
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予 算 説 明 書 
事  業  名 予算額 

ページ 款 項 目 番号 

 172～173  

3 

民生費 

3 

生活保護費 

2 

生活保護費 1-2 生活保護受給者就労支援費 

千円 

８６，４２７ 

１ 概  要 

生活保護受給者に対して、就労による自立を図ることを目的として、ハローワークとの連携

や民間委託を活用する等の就労支援を行う。 

また、家計の課題が自立の阻害要因となっている生活保護受給者に対し、専門的な知識や経

験を持つ家計改善支援員を配置し支援することで自立意欲の向上を図る。 

 

２ 事業内容 

事 業 名 内  容 
事業費 

（千円） 
実施方法 

⑴ハローワー

ク就労支援 

ハローワークの専任職員によるマンツー

マンでの就労支援を実施。 
― 

協定 

長崎公共職業安定所 

⑵民間委託に

よる就労支援 

民間事業者に「就労支援」のほか、ボラ

ンティア活動やセミナーを実施する「就労

準備支援」を併せて委託。支援対象者の置

かれている状況に応じ、就労意欲喚起から

就労支援までの一体的支援を実施。 

５８，５７９ 

業務委託 

(株)アソウヒューマ

ニーセンター長崎支

店（令和 5 年 7 月ま

で） 

⑶就労支援員

による支援 

ハローワークＯＢ等の就労支援員による

就労支援。支援対象者の状況に応じた、よ

り効果的な就労支援の選択も併せて実施。 

２１，１７８ 

直営 

会計年度任用職員 

７人 

⑷社会的自立

支援員による

支援 

直ちに自発的な就職活動が困難な支援対

象者に対し、⑴～⑶の就労支援事業への移

行を目的として、就労意欲を高めつつ求職

活動に必要な知識・技能等を習得するため

の支援を実施。 

３，０５７ 

直営 

会計年度任用職員 

１人 

⑸家計改善支

援員による支

援 

債務や金銭管理ができない等の課題が自

立の阻害要因となっている者に対し、債務

整理や適切な消費計画作成等の支援を、ケ

ースワーカーに加えて、家計改善支援員が

行うことで、就労意欲を含めた自立意欲の

向上をより効果的に図るもの。 

３，６１３ 

直営 

会計年度任用職員 

１人 

合 計 ８６，４２７  
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３ 財源内訳 

事 業 費 
財 源 内 訳 

国庫支出金 ※1 県支出金 地方債 その他 ※2 一般財源 

千円 

８６，４２７ 

千円 

６２，９０１ 

千円 

－ 

千円 

－ 

千円 

１４０ 

千円 

２３，３８６ 

※１ 生活困窮者自立相談支援事業費等負担金 国庫負担率 ３／４ 

   生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 国庫補助率 ２／３ 

※２ 雇用保険料個人負担金 

 

【参考】 

就労支援実績                              （単位：人） 

事 業 名 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 

令和４年度 

（12 月末現在） 

支援者 実績 支援者 実績 支援者 実績 支援者 実績 

⑴ ハローワーク就労支援 
333 140 

42.0% 

353 119 

33.7% 

278 121 

43.5% 

174 83 

47.7% 

⑵ 民間委託による就労支援 
159 73 

45.9% 

129 47 

36.4% 

129 47 

36.4% 

127 38 

29.9% 

⑶ 就労支援員による支援 
431 215 

49.9% 

378 172 

45.5% 

340 139 

40.9% 

255 95 

37.3% 

⑷ 社会的自立支援員による支援 
18 12 

66.7% 

21 5 

23.8% 

30 4 

13.3% 

38 7 

18.4% 

※実績 支援者のうち就職、職業訓練受講、他の就労支援への移行を行った者の人数 

 

家計改善支援実績              （単位：人） 

事 業 名 
令和３年度 

令和４年度 

（12 月末現在） 

支援者 実績 支援者 実績 

⑸ 家計改善支援員による支援 

（令和３年度からの事業） 
24 7 24 13 

※実績 家計改善、債務整理、大学進学準備等を行い解決に至った者の人数 
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予 算 説 明 書 
事  業  名 予算額 

ページ 款 項 目 番号 

172～173 
3 

民生費 

3 

生活保護費 

2 

生活保護費 
1-3 

生活保護受給者健康

管理支援費 

千円 

１５，１９９ 

１ 概  要 

生活保護法に基づき、健康上の課題を抱えている被保護者の健康の保持及び増進を図る

ため、データに基づいた生活習慣病の発症予防・重症化予防に資する支援を行うもの。 

被保護者の健康管理に対する支援の実施にあたっては、ケースワーカーの相談援助業務

の中で取り組んでいるが、より効果的な支援となるよう、レセプトや健診結果などの医療

データを分析した上で、経験豊富で医療・保健分野の知識、ノウハウを多く持つ保健師等の

人材や、民間委託を活用して支援を行っている。 

２ 事業内容 

（１） 健診受診勧奨・・・・・健康状態が把握できない健診未受診者に対して健診の受診を促 

し、健康状態を把握して、生活習慣の改善を図る。 

（２） 医療機関受診勧奨・・・健診異常値放置者及び生活習慣病治療中断者に対して自らの健 

康状態を自覚させ、医療機関の受診を促し、適切な治療や生 

活改善を行う。 

（３） 受診行動適正化・・・・頻回受診が改善されない者等に対して、保健師と連携しながら 

保健指導を行うなど、適正受診に資する指導・援助を効果的に 

行い、健康状態の悪化防止、受診行動の適正化を図る。 

（４） 保健指導・生活支援・・保健指導未実施の者等生活改善を必要とする者等に対して、保 

健師と連携しながら保健指導・生活支援を行い、被保護者の生 

活習慣の改善や生活支援の充実を図る。 

３ 予算内訳 

４ 財源内訳 

事 業 費 
財 源 内 訳 

国庫支出金 ※1 県支出金 地方債 その他 ※2 一般財源 

千円 

１５，１９９ 

千円 

１１，３８３ 

千円 

－ 

千円 

－ 

千円 

２１ 

千円 

３，７９５ 

※１ 生活困窮者自立相談支援事業費等負担金 国庫負担率 ３／４ 

※２ 雇用保険料個人負担金 

 事  業  費 主  な  内  容 

委 託 料 １０，９９０千円 訪問による受診勧奨等 

健診受診勧奨 150 名 医療機関受診勧奨 10 名 

保健指導・生活支援 35 名 

報 酬 等 ４，１７０千円 会計年度任用職員 1 名（保健師） 

需 用 費 等 ３９千円 受診勧奨時の交通費等 

合 計 １５，１９９千円  
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【参考】事業実績 

（１） 支援者数及び受診等実績 

                                         （単位：人） 

支援内容 ※1 

実施 
方法 
※2 

令和３年度 
令和４年度 

（R4.12 月末現在） 

支援者数 実績※3 支援者数 実績※3 

(１) 健 診 受 診 勧 奨 
職員 9,904 761 10,082 605 

委託 515 54 120 40 

(２) 医療機関受診勧奨 
職員 10 7 6 4 

委託 21 11 10 7 

(３) 受 診 行 動 適 正 化 
職員 64 27 61 14 

委託 1 1 － － 

(４) 保健指導・生活支援 
職員 3 2 4 4 

委託 13 5 32 29 

※1 委託による支援は令和３年度は電話、令和４年度は訪問等により行った。 
※2「職員」とは、ケースワーカーまたは保健師（会計年度任用職員）。 
※3「実績」とは、健康診査を受診した者、保健指導で生活習慣が改善された者等の人数。 

（２）事業のイメージ 

支援策と主な事例 

被保護者が抱える健康問題 

健康診査未受診 

健康課題未把握 

健診異常値放置 

治療中断 

要生活改善 
ﾒﾀﾎﾞ、ｱﾙｺｰﾙ依存症、

ひきこもり など 

【健診受診勧奨】 健診を今までしたことがない被保護者に対し、生活習慣病の危険性など
をチラシや電話で説明した後、健診受診。同時に便検査を行った結果、大腸ポリープの早期発見
に繋がった。 （50代 男性） 

【保健指導】 血圧、血糖共に高め。脂質異常あり。体重減量及び食生活改善の目標を設定
し、保健師が定期的にフォローを行った結果、生活改善に積極的に取り組み、体重、腹囲、血圧
が改善。  （60代 男性） 

【生活支援】 糖尿病と血圧の薬を服用していたものの、引きこもり気味になり医療機関未受
診。保健師とケースワーカーが家庭訪問で、医療機関受診を働きかけて行く中で、ゴミ出しや掃
除を行うようになり、生活改善に繋がった。（70代 女性） 

【医療機関受診勧奨】 高血圧治療中断者。新たな病気が見つかるかもしれないなどの不
安があり医療機関受診を躊躇していたが、保健師が服薬の重要性を説明するなどして受診。受
診後は、保健師と安心感を共有しながら安定した外来受診につながった。 （50代 女性） 
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予  算  説  明  書 
事 業 名 予 算 額※ 

ページ 款 項 目 番号 

282～285 
10 

教育費 

6 

社会教育費 

2 

公民館費 
2-1 大型公民館運営費 

千円 

１８８，９１２ 

※教育委員会所管分 51,952 千円を含む 
１ 概 要 

大型公民館の施設を、市民の学習ニーズを満たし安全で快適な生涯学習施設として提供するた

めの管理運営を行う。 

令和５年度は、公共施設マネジメント地区別計画で示した琴海地域センター長浦事務所の移

転・集約の方向性により、近隣の琴海文化センターへ電話設備の移設及び改修を行う。 

 

２ 令和５年度の主な事業内容 

施 設 名 事業内容 事業費（千円） 施設概要 

琴海文化センター 

電話交換機設置及び

配線等修繕 
※現在の電話交換機 

設置年：平成 17 年 

主装置：長浦事務所 

３，５５３ 

建築年月：平成２年３月 

所在地：長浦町 3777-9 

構造：鉄筋コンクリート造２階建て 

延床面積：1741.42 ㎡ 

敷地面積：2861.29 ㎡ 

年間利用者数：5,465 人（R３年度） 

 

３ 財源内訳 

事 業 費 
財   源   内   訳 

国庫支出金※１ 県支出金 地方債 その他※２ 一 般 財 源 

千円 

１８８，９１２ 

千円 

１，２５７ 

千円 

－ 

千円 

－ 

千円 

１２，１３２ 

千円 

１７５，５２３ 

※１ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

※２ 公民館施設使用料ほか 
 

４  位置図 

 

 

 

 

 

長浦郵便局 

国道 206 号 

至 西海市 

琴海文化センター 

長浦小学校 

社会福祉協議会琴海支所 

琴海地域センター長浦事務所 

至 長崎市街 
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１ 概  要 

地域の拠点である大型公民館及び地区公民館において、温室効果ガスの排出削減を図るとともに

脱炭素社会の実現に向けた地域住民の意識の醸成を図るため、令和５年度から施設内照明のＬＥＤ

化を実施する。 

 

２ 事業内容 

区分 
施設名 

(建築年月) 
事 業 内 容 事業費（千円） 

大

型

公

民

館 

南 
三和公民館 

（昭和５７年２月） 
施設照明ＬＥＤ化工事 

改修灯数：

７４４灯 
５２，３００ 

北 
琴海文化センター 

(平成２年３月) 
施設照明ＬＥＤ化工事 

改修灯数：

５６４灯 
４０，０００ 

地
区
公
民
館 

北 
琴海南部文化センター 

(平成７年３月) 
施設照明ＬＥＤ化工事 

改修灯数：

２１９灯 
２２，７００ 

 

３ 財源内訳 

事 業 名 事 業 費 
財 源 内 訳 

国庫支出金 県支出金 地方債※ その他 一般財源 

【単独】公民館施設整備 

事業費 大型公民館 

    千円 

９２，３００ 

千円 

－ 

千円 

－ 

千円 

８８，３００ 

千円 

－ 

千円 

４，０００ 

【単独】公民館施設整備 

事業費 地区公民館 

千円 

２２，７００ 

千円 

－ 

千円 

－ 

千円 

２０，４００ 

千円 

－ 

千円 

２，３００ 

※過疎対策事業債            対象経費（５２，３００千円）の１００％（交付税措置率７０％） 

※公共施設等適正管理推進事業債 対象経費（４０，０００千円）の９０％（交付税措置率３０～５０％） 

※公共施設等適正管理推進事業債 対象経費（２２，７００千円）の９０％（交付税措置率３０～５０％） 

 

 

 

   予 算 説 明 書 
事  業  名 予 算 額 

ページ 款 項 目 番号 

282～285 
10 

教育費 

6 

社会教育費 

2 

公民館費 
3-1 

【単独】公民館施設整備 

事業費 大型公民館 

千円 

９２，３００ 

282～285 
10 

教育費 

6 

社会教育費 

2 

公民館費 
3-2 

【単独】公民館施設整備 

事業費 地区公民館 

千円 

２２，７００ 
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４  位置図等 

 （１） 三和公民館 

 ア 位置図 

 

イ 施設状況 

 

ＬＥＤ施工箇所例 (１階通路)                ＬＥＤ施工箇所例 (２階会議室) 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

三和地域センター 

国道 499 号 

三和公民館 
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（２） 琴海文化センター 

   ア 位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 イ 施設状況 

 

      ＬＥＤ施工箇所例 (多目的ホール)            ＬＥＤ施工箇所例 (２階会議室) 

 

 

 

 

 

 

長浦小学校 

琴海文化センター 

社会福祉協議会琴海支所 

● 

長浦郵便局 

国道 206 号 

至 長崎市街 

至 西海市 琴海地域センター長浦事務所 
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(３)  琴海南部文化センター 

  ア 位置図 

   

イ 施設状況 

 

         ＬＥＤ施工箇所例 （会議室）              ＬＥＤ施工箇所例 (図書室) 

 

 

 

 

 

 

国道 206 号 

琴海南部文化センター 

至 長崎市街 

至 西海市 

琴海南部体育館 

村松小学校 

琴海南部 

運動公園 
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５ 参考資料  

施設照明ＬＥＤ化工事による年間ＣＯ₂削減量及び電気使用料削減額（見込み） 

区分 施設名 ＣＯ₂削減量（トン） 電気使用料削減額（千円） 

南 三和公民館 １０．９ １，４６３ 

北 
琴海文化センター １１．９ １，５６２ 

琴海南部文化センター １０．１ ９１７ 

総合事務所 合計 ３２．９ ３，９４２ 
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